
１．はじめに

ここ数年，環境保全型農業の推進に伴い，病害分野

でも新聞や雑誌等でIPM（Integrated Pest Management）

という用語が頻繁に使われるようになった。また，国

や県レベルでも研究，行政の両面からIPMの取り組み

が始まり，研究サイドでは，農業・生物系特定産業技

術研究機構によるIPMプロジェクト「環境負荷低減の

ための病害虫群高度管理技術の開発」の中で，多数の

病害防除技術の開発が進められた。一方，行政サイド

でも，2004年12月に取りまとめられた「農林水産環境

政策の基本方針」（農林水産省）において，総合的病

害虫管理（IPM）の促進を推進する方向が打ち出され，

それに伴い農家段階でのIPMの実践度を簡単に評価で

きる指標（IPM実践指標）の作成を推進することとし
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摘　　　要

近年，環境保全型農業の推進に伴い，病害分野でも新聞や雑誌等でIPM（Integrated Pest

Management）という用語が頻繁に使われるようになるとともに，IPMプロジェクトの推進や，

行政サイドにおける「IPM検討会」の開催など，IPMに対する期待が高まっている。しかし，

病害分野には未だに課題が多く残されていると思われる。ここでは，著者が所属していた東北

農業試験場総合研究第３チーム（福島市）が東北農試の複数の研究室や，東北４県（福島県，

岩手県，宮城県，山形県）と一緒になって進めたプロジェクト研究「アブラナ科野菜のIPM」

を紹介するとともに，その中で特に総合研究第３チームが力を入れて取り組んだ「アブラナ科

野菜根こぶ病のIPM」に関して，個別防除技術の開発，Dose-response curve（DRC）診断法の開

発，それらを用いて実施した現地実証試験の紹介，及び研究推進上の問題点を整理した。具体

的には，おとり植物である葉ダイコンは発病抑制効果と土壌中の休眠胞子密度（以下，菌密度）

を減少させるが，その効果は，「dose- response curve（土壌菌密度―発病度曲線，DRC）」と

「栽培時点での菌密度」に依存する可能性を示した。さらに，このDRCを基にして長期診断モ

デルの作成，そのモデルの検証結果を紹介するとともに，これらの結果から，「DRC診断法」

を基に個別技術を組み合わせることが根こぶ病防除に効率的であることを報告した。また，こ

うした研究を進める上で，制限要因（研究・普及上の問題点）の整理が重要であること，制限

要因を少しでも克服するために，IPM研究者間での個別技術やネガティブデータに関する情報

の共有が重要であること，病害分野におけるIPM理解者を増やすことの重要性などを述べた。

最後に，これらの取り組みを通して，病害分野でのIPM推進上の問題点について記した。



による。前述したように，著者らは，東北農業試験場

内の複数の研究室や東北４県（前述）の多数の異なる

分野の研究者と共に，根こぶ病，苗立枯れ症，コナガ

及びアオムシ等の重要病害虫における化学合成農薬低

減技術の開発を行うことになった。しかし，実際に農

業現場で農業収益を維持しながら減農薬栽培を実施す

ることは容易ではない。その一方で，異分野の多数の

研究者集団が一緒に技術開発を行う場合の難しさも感

じられた。この原因の一つは，「農薬を減らす栽培技

術の開発」と言っても，そのための方法論は必ずしも

確立されていないからである。このことは，一つ間違

えると，戦略や戦術に対する誤解から，効率的な研究

ができないことを意味している。こうした事情から，

著者らは，すでに提唱されている方法論を利用するこ

とを考え，総合防除（Integrated Control）や総合的有

害生物管理（Integrated Pest Management, IPM）を柱に

してアブラナ科野菜の病害虫総合防除技術の開発を行

うことにした。したがって，著者らがIPMに取り組ん

だ理由は，最初にIPM があったのではなく，研究推進

を効率的に行うためにIPMを利用するということであ

った。

このような立場からみると，IPMには，１）方法論

に従うことによって大きな集団が研究を効率的に行う

ことができる，２）IPM用語を共通言語として用いる

ことによって異分野間で議論を効率的に進めることが

できる，３）技術開発から普及にいたるまで，あらゆ

る部分で「制限要因」（constraint）の整理が行われる

ため，IPMグループ内・間で共通の認識を持つことが

できる，等のメリットがあると思われた。なお，３）

に関しては，とくにIPM特有のものとは思えないが，

少なくともIPM研究に関する総説（Zalomら，1992）

には「制限要因」についてかなり言及されており，こ

うした姿勢はプロジェクト推進上も極めて重要であ

り，また，利用する必要があると感じた。しかし，反

面，デメリットもあった。それは，１）IPMの定義や

戦略が時代とともに変化しており，たとえ同じ作物や

病害を対象としていても，用いるIPM戦略（strategy）

によって使用する戦術（tactics）が異なるため，IPM

の背景等を十分把握していないと研究者間で誤解が生

じる可能性がある，２）IPM独特の用語をある程度理

解する必要がある，ということである（對馬，2001）。

この留意点の１），２）は研究以前の段階での議論に

振り回されないためにも，研究推進上とくに重要であ
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て，有識者による「総合的病害虫管理（IPM）検討会」

が開催された（鈴木，2005）。

こうした取り組みにより，これまで，虫害分野に比

べて取り組みが著しく遅れているといわれている病害

分野においてもIPMが大きく進展することが期待され

る。しかし，こうした状況の変化により，これまで必

ずしも積極的に取り組んで来なかった研究者が突然

IPMを実践できるかどうか，指導者，農家が新しいシ

ステムに対応できるかどうか，など，病害分野におけ

るIPMの推進についての課題は多いと思われる。

著者らは，1995年から東北農業試験場総合研究第３

チーム（福島市）に所属し，場内の複数の研究室や，

東北4県（福島県，岩手県，宮城県，山形県）とのプ

ロジェクト研究（地域総合，地域基幹）の中で，アブ

ラナ科野菜のIPMに取り組んできた。その結果，プロ

ジェクトの限られた研究期間内にIPMに用いる個別技

術を開発することの難しさを痛感したが，それ以上に，

「IPMに対する植物病理研究者の誤解の多さ」や「IPM

の取り組みに対する理解者が少なすぎること」をしば

しば感じた。IPMが農家，研究者，指導者，地域等が

一体とならなければ実践できない以上，この点はこの

プロジェクトの推進上の大きな障害であった。このよ

うに感じていた時期からすでに10年が経過している

が，残念ながら，現在でも研究者の意識，IPM理解者

不足等の問題が当時に比べて大きく改善されたとは思

われない。

今回著者は，「病害分野におけるIPM」という題を

いただいたが，そもそも，病害・作物の違いだけなく，

栽培体系，農業形態，流通経路等々の違いにより生じ

る様々なニーズに対応して技術開発を行うIPM に関し

て，病害分野全体について言及するのは不可能である

ことは言うまでもない。ただ，反面，それだけ多様で

あるために，各IPM現場で開発された「技術」や，普

及上の問題点（制限要因）を多くの研究者が各々の立

場で情報として発信することがIPM推進に極めて重要

であるということも感じた。以上の理由から，ここで

は，著者らが取り組んできた「アブラナ科野菜のIPM 」，

及びその中でとくに総合研究第３チームが取り組んだ

「アブラナ科野菜根こぶ病のIPM」を紹介しながら，

病害分野でのIPMについて考えてみたい。

２．アブラナ科野菜のIPM

著者らがアブラナ科野菜のIPMをはじめた理由は次
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ると感じた。このようなことから，著者らは，まず本

プロジェクトの「戦略」として，「生物資材等の有効

利用を図る。農薬は，最後の切り札としてのみ使用す

る。」として，Biointensive IPMを行うことを宣言した

（東北農業試験場編，2000）。さらに，達成目標を１）

農薬：慣行より50％削減（あくまで平均として），２）

収量性：慣行の±10％以内，３）品質：慣行と同等，

４）収益性：慣行と同等，５）安定性：総合防除マニ

ュアルによる管理，とし，対象病害虫（前述）を設定

した。さらに，防除手段としては，主として微生物資

材，天敵，おとり植物等の生物的防除技術を開発する

こと，また，開発中である天敵についてはコスト計算

を行わない，とした。

本プロジェクトの特徴は，５年という限られた期間

ではあったが，大胆にも虫害も病害も対象としている

点にある。IPMにおける「pest」の中に害虫以外の

様々な有害生物を含めたのは，1972年のHuffakerプロ

ジェクトからといわれているが（Jacobsen, 1997），国

内でも病害と虫害に同時に取り組んだ例は極めて少な

いことから，できれば本プロジェクトの取り組みから，

虫害や病害単独のIPMでは得られない新たな技術や制

限要因等が得られることを期待した。しかしながら，

５年間で，総合化試験までを実施するまでには至らな

かった。この理由としてはいくつかあると思われるが，

その一つは，個別防除技術を対象地域，作物，病害に

応じて短期間に科学的に整理して適用することの難し

さを何よりもあげることができる。

なお，著者は，プロジェクト終了前に異動したが，

本プロジェクトの成果として，アブラナ科野菜病害虫

の総合防除，アブラナ科野菜根こぶ病総合防除マニュ

アル，生物等利用による寒冷地環境保全型コナガ防除

マニュアル（セイヨウコナガチビアメバチによる事

例），キャベツ萎黄病に対する病原性喪失菌およびカ

ニ殻の利用技術マニュアル，リゾクトニア菌苗立枯れ

症に対するヒダカフォルソムトビムシの利活用技術マ

ニュアル（東北農業研究センター編， 2003）が報告

されている。以下には，著者が所属した総合研究第３

チームのテーマとして取り組んだアブラナ科野菜根こ

ぶ病について紹介したい。

３．アブラナ科野菜根こぶ病

アブラナ科野菜根こぶ病のIPMに関しては，国内で

も数少ないIPMの例として，農業研究センタープロ２

チームの業績（農業研究センター編，1988，天野ら，

1995）がある。そのため，本プロジェクトではその考

え方等を基にしてまさに「効率的に」研究を進めるこ

とができた。プロ２チームの成果は，単に個別技術，

意思決定支援技術の開発だけではなく，防除の考え方，

問題点等を細かく整理していることであり，まさに

IPMの手本とすべきものと考えられる。しかし一方で

は，２.で述べた理由から，著者らが取り組もうとし

たIPMでは，戦略（Biointensive）や達成目標等が異な

るため，個別技術等に関しては，著者らも独自の開発

をしなければならなかったのも事実である。

１）個別防除技術の選抜

これまで報告された防除技術を中心に，ポット試験

でおとり植物，有機質資材および石灰資材等の選抜を

行った。ここで，おとり植物とは，土壌中の休眠胞子

の発芽を促進することによって菌密度を減少させる植

物として定義されている。おとり植物に関しては，こ

れまで根毛感染の有無等をもとに多数報告がなされて

いるが，これらの植物が土壌中の根こぶ病菌の休眠胞

子密度（以下，菌密度）を実際にどの程度減少させて

いるかは必ずしも詳しく調べられていなかった。そこ

で，後作のハクサイで発病抑制効果がみられた植物を

栽培した土壌から休眠胞子を回収し，特異的に休眠胞

子を染色する蛍光色素（カルコフルオールホワイト

M2R）で染色後，顕微鏡下で菌密度を測定したところ，

葉ダイコン(Murakamiら, 2000a)，ホウレンソウ，ヘイ

オーツ(Murakamiら, 2001)が発病抑制効果とともに菌

密度低減効果をもつことが明らかになった。たとえば，

葉ダイコンを約５週間ポットで栽培し，その後１ヶ月

以上放置した場合，無作付区に比べ菌密度が50％以上

減少した。この際，後作ハクサイの発病度は，低菌密

度区では対照区に比べ顕著に減少したものの，高菌密

度区では，ほとんど低下しなかった（図１）。

以上のような試験結果から，葉ダイコンや他のおと

り植物の防除効果は「土壌菌密度と発病との関係」

（dose-response関係）に依存することが示唆された。

次に，石灰等の各種資材，農薬等の菌密度低減効果を

検討した結果，石灰窒素にも菌密度低減効果が若干認

められた（Murakamiら, 2002b）。一方，フルスルファ

ミド粉剤にはそうした効果が認められなかった（村上

ら，2003）。この結果は，本剤が休眠胞子の発芽を抑

制しているとする報告（田中ら，1997）と矛盾してい

ないことから，フルスルファミド粉剤は土壌中の菌密



度を減らす目的には利用できないと考えられた。この

他数種の有機質資材で発病抑制効果および菌密度低減

効果が明らかになった。

その他，東北農試場内圃場の普通黒ボク土と淡色黒

ボク土を比較した結果，淡色黒ボク土が普通黒ボク土

に比べ著しく抑止的であることを明らかにした

（Murakamiら, 2000b）。さらに，この抑制要因として

は，とくに淡色黒ボク土壌の非生物的要因が発病軽減

に大きく関与しているが，同時に，両土壌とも生物的

要因を除去すると発病が有意に増加することから，常

に生物的要因も発病軽減に関与していることを示し

た。ちなみに，著者らの試験では，土壌の生物的要因

を少なくすると，感染閾値が２オーダー程度下がる結

果が得られた。本病では，しばしば発病抑制を目的と

して移植ポットや圃場での抑止土壌の利用が考えられ

ているが，本試験結果は，何らかの理由で土壌消毒し

て抑止土壌を活用することは，一つ間違えると根こぶ

病の発病を著しく助長することを示唆している。

以上の結果から，根こぶ病に関しては，『「感染閾値」

は土壌が同じであれば一定しているというものではな

く，「dose-response関係」や，「土壌の生物性（消毒等

による生物的要因の減少や消失）」や「物理・化学性

（pHなど）」に大きく依存している』と考えられた。

農薬の効果に関しては，「高菌密度下では効果が低く

なる」とか，「多発病下では低くなる」という話をし

ばしば聞くし，実際，著者らの試験でも石灰資材の効

果が低菌密度（＝中発病）では効果があるが，高密度

（＝多発病）では効果が低い例があった（Murakamiら,

2002b）。しかし，厳密には，「多発病」で効果が落ち

るのか，「高菌密度」で低いのかは，区別する必要が

あると思われる。なぜなら，少なくとも根こぶ病では，

前述のdose-responseに関する試験から明らかなよう

に，土壌・作物・菌の組み合わせによっては，「多発

病＝高菌密度」とは必ずしも言えず，「多発病＝低菌

密度」や，「小～中発病＝高菌密度」の場合が存在す

るからである。以上のことは，防除効果を「感染閾値」

や「dose-response関係」との関係で見ていくことが，

防除技術に関してより科学的な知見を得るために必要

であることを示唆している。

２）意志決定支援システムの作成

上記の結果から，葉ダイコンや防除資材を有効利用

するためには，農家圃場毎の土壌・栽培条件等に応じ

た意志決定支援システムの構築が必須であると考えら

れた。支援システムとしては，dose-response curve

（以下，DRC）を用いて発病を予測する方法はすでに

プロ２チームが作成している。しかし，そこで使われ

ているモデルでは，新たな地域や作物に対応する場合，

新たに土壌や作物のパラメーターを試験によって求め

る必要があるが，著者らのように全てのアブラナ科野

菜を対象としている場合，それぞれの要因（作物，土

壌等）毎にパラメーターを求めることは実質不可能に

近いと考えられた。なぜなら，たとえある地域で同じ

作物，土壌のそれぞれのパラメーターが得られていて

も，それらのパラメーターは他の要因に大きく影響を

受けるため，病原菌や土壌条件が異なる他地域では再

度取り直す必要があるからである。以上のことから，

いずれにしても実験が必要なのであれば，一度に，簡

便な方法で，対象農家（地域）の「土壌菌密度と発病
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の関係」を求めることができないかと考えた。そこで，

特に根こぶ病の発生の大きな要因である「対象地域の

土壌」と「その地域の根こぶ病菌」および「栽培品種」

を供試して，ポット試験においてDRCを求める方法を

考案した（對馬，2000）。具体的には，休眠胞子密度

が100/g（土壌）～106/g（土壌）になるようにした汚染

土壌を作成して対象作物を播種後，一定期間栽培して

発病を調査するという簡単なものである（Murakami

ら，2002a）。この方法では，要因（土壌，作物，病原

菌）毎のパラメーターを得ることはできないが，それ

らを組み合わせた系でのDRC パターンを得ることが

可能である。この試験の精度を検証するため，３年間

のポット試験の結果から得られたDRCパターンと，３

年間の圃場試験結果とを比較した結果，ポット試験に

よるDRC パターンで実際の圃場の診断が可能である

ことが示唆された（Tsushimaら, 1999）。

つぎに，菌密度低減効果を示す防除手段を用いて圃

場の菌密度を減少させるか，一定レベル以上に増加さ

せないことができれば，持続的な生産が可能と考えら

れた。また，そうした防除手段の導入に関しては，効

果を短期間に直接目で見ることができないことから，

農家に納得してもらう必要もあった。そのためには，

根こぶ病罹病根の鋤込みによる土壌中の菌密度の増加

量を評価して，シミュレーションを行うことによって，

結果を説明することが必要と思われた。長期モデルに

関しては前述した天野ら（1995）の方法があるが，こ

こでは，著者らが開発したDRCパターンを取り入れた

モデルを作成することにし，「DRC」，「栽培前の圃場

の菌密度」，「根こぶ鋤込み量」および「おとり植物等

による菌密度低減効果」からなる土壌菌密度推定モデ

ルを作成した（Tsushima,1999）。このモデルに関して

も，その検証を試みたところ，ある程度圃場の発病を

推定できる結果が得られた。

３）現地実証試験

岩手県西根町のキャベツ産地と福島県白河市のブロ

ッコリー産地で現地試験を行った。ここでは，とくに，

福島県白河市の専業農家Ａ氏の圃場での試験例を紹介

したい。Ａ氏は約３haのブロッコリー栽培する，ブロ

ッコリー栽培農家としては大規模生産農家である。こ

こでは，品種として，緑嶺，しげもり，たかもりを栽

培することにより作期をずらすなど工夫がなされてい

た。

ここで，著者らは，上記の考え方に基づいて，まず

圃場の汚染程度を調べた。その結果，圃場の菌密度は

約105/g（土壌）であった。次に，圃場から採取した土

壌，根こぶ病菌および栽培作物を用いてDRC を求め

た。すなわち，ここでは汚染程度にあわせて104-6/g

（土壌）になるように根こぶ病休眠胞子懸濁液を接種

してDRCを求めた。その結果，DRCのパターンは，無

処理区および104/g，105/g（土壌）接種区までは汚染圃

場とほぼ同じ発病度で推移したが，106/g（土壌）接種

区でやや増加した。しかし，その増加量は106/g（土壌）

という高い菌密度でも激発にはならない程度のもので

あった。この結果は，これまで著者らが知っている他

の地域の圃場に比べ，A氏の圃場の「土壌・作物・病

原菌」系はやや抑止的なDRCパターンをもつことを示

していた。さらに，DRCパターンは，品種間でも異な

っていることが明らかになった。すなわち，品種しげ

もりのDRCパターンは品種緑嶺に比べやや低く推移し

た。

以上の結果とこれまでの防除資材の試験結果から，

A氏の圃場では，品種しげもりを供試して，石灰窒素

を施用することにより期待される発病抑制効果が得ら

れると判断し，それをIPM区として実際に試験を行っ

た。その結果，IPM区は，対照区（品種緑嶺，フルス

ルファミド粉剤施用）に比べ，収量で約10％の減少は

みられたものの，ほぼ目標に沿った成果が得られた。

簡単に説明してきたが，以上の試験結果から，DRCを

用いた防除システムが有効であることが示唆された。

そこで，この診断法をdose-response curve診断法（DRC

診断法）と呼ぶことにした。

４）マニュアル等の作成，制限要因など

IPMでは，個別技術（意志決定支援技術も含む）や

総合化システムの試験も重要であるが，その技術も利

用されなければ意味がない。利用してもらうためには，

指導者や農家のためのマニュアルが必要であることか

ら，研究者・指導者用のやや専門的な記載も入れたマ

ニュアルを作成した。

この研究を振り返ると，やはりIPMで行うべきこと

は実に多く，各段階（個別防除技術開発，現地実証試

験，普及等）毎に成果，問題点，課題の整理を行うこ

とがグループ間での意思統一や，次世代への正確な情

報の伝達のために，極めて重要であると考えられた。

以下に，本プロジェクト（根こぶ病）での課題等に関

して著者が感じたことを示した。

（１）本プロジェクトの課題，制限要因
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・研究期間が短く，マニュアル作成（農家用マニュ

アル等），現地実証試験（現地で個別技術の実証

試験を行うというではなく，IPM農家と非IPM農

家を作って比較する試験のこと），さらに試行錯

誤によるマニュアルの訂正等ができなかった。

・総合研究第３チームおよび県の関係者の異動等に

より研究の継続性が維持されたとはいえなかっ

た。

・白河市専業農家A氏の圃場に関しては，農家の意

識が高く，DRC診断，品種，石灰資材等の組み合

わせによるシステムの導入は可能と考えられた。

しかし，そのための指導者，DRC診断担当者に誰

がなるか等のシステム作りが今後残されている。

・一方，ここでは紹介しなかったが，同時に現地試

験を行った岩手県西根町キャベツ産地の専業農家

B氏の圃場では，発病助長的なDRCパターンを示

すこと，品種が限定されていること等から，長期

輪作を取り入れるなど栽培体系も考慮した検討が

必要と考えられた。

・報告された技術がどのように利用されたか（また

は，利用されなかったか）を追跡・調査すること

が必須と考えられた。また，調査の際には，個別

技術レベル，体系化レベル，普及レベル（開発側

の対応状況，利用者の意識・知識，関係組織の体

制等々）のどこで問題があったのかを整理する必

要あろう。

（２）このプロジェクトを通じて感じたこと

・個別防除技術に関する科学的に整理された情報の

不足。

（各種資材等に関しては多くの試験がなされている

と聞くが，その割には，科学的に整理された報告，

論文が少ない。IPMでは科学的に得られた膨大な

情報を必要としており，IPM研究者は成果を論文

等に積極的に公表する必要がある。）

・ネガティブ情報の蓄積，発信の場の不足。

（これまで多数の資材の検討が行われているはずで

あるが，特に，防除効果が低かった資材の情報を

発信する場が少ない。選抜には膨大な時間を要す

るため，IPM研究を効率的に進めるためにも，科

学的に整理されたネガティブデータを発信・共有

するシステムが必要である。）

・IPM理解者，協力者の不足。

（IPM関係者（stakeholder）の理解を得る必要があ

る。そのための教育プログラムやマニュアルの作

成が必須である。また，マニュアルは，対象によ

って様々なものが作られる必要がある。さらに，

マニュアル自体は，現場での意見を採り入れて必

要に応じて改訂する必要もあろう。）

・IPMネットワークの必要性。

（開発された技術がたとえ有効なものであっても必

ずしも簡単に現場に普及するとは限らない。また，

他人の失敗が他のIPMグループに役立つこともあ

ろう。このことからも，各個別防除技術に関する

経験（成功，失敗）を広く発信し，情報を共有す

ることが必要と思われる。）

・防除資材に関する登録の問題。

（開発された技術は当然のことながら登録されなけ

れば普及マニュアルに記すことができない。この

ことは，短期間でIPMを普及しようとする際には，

制限要因となる。）

４．最後に

以上，著者らが取り組んできたIPMに関して紹介し

たが，このプロジェクト推進中には，虫害関係の方を

はじめとするIPM関係者や，病害分野でもIPMに興味

を持っている人から多数の情報や助言をいただいた。

しかし，一方では，病害分野の研究者からは，過激な

意見として，「病害ではIPMは無理ではないか」とい

う意見までいただいた。また，そこまでは言わないま

でも，病害分野でIPMの取り組みが虫害分野に比べて

著しく少ないことを否定する人はまずいなかった。な

ぜ，これほど病害分野でIPMの取り組みが遅れていた

という意見が多いのかを考える必要があろう。

著者の経験では，IPMに関する意見として，「病害

ではこれまで進められた防除暦ほど安定した方法を作

るのは容易ではない」，「高温多湿の日本で防除暦を用

いないなど無謀」，「EIL（経済的被害許容水準）を求

めることが難しい」，あるいは「合理的に複数の防除

法を組み合わせるのは容易ではない」などかなり悲観

的な意見を多く聞いた。しかし，このような様々な意

見に対して少数ではあるが反論があったことも事実で

ある。例えば，「上記のような意見を言っている人の

多くが必ずしも自分自身で取り組んだ結果に基づいて

言っているのではない」とか，「農薬については，こ

れまで以上に合理的に活用できるはずなのにそうした

研究に取り組んでいるとは言えない」などである。ま

6 Annual Report of the Kanto-Tosan Plant Protection Society, No. 52, 2005



た，以上のこととも関連するが，一部の研究者が悲観

的になっている理由として，あまりに教科書的にIPM

を捉えすぎているようにも思われた。いずれにしても

結果的に，病理分野に関してIPMについての議論を行

うこと自体がほとんど無かったように思われる。

確かに，著者らの根こぶ病に関しても残念ながら

EILを求めるところまで至らなかった。その理由の一

つは，今回のプロジェクトでは，DRCにより発病程度

の予想はできたものの，対象作物の収量（出荷量）ま

では予測できる情報が得られなかったことによる。ま

た，Dose-response curveに依存するかもしれない「防

除資材の防除価の変動」を正確に把握するところまで

いかなかったことにもよる。しかしながら，IPMでは，

実に様々な提案（key pest, 予防的IPM，等々）が過去

にもなされており，著者には，IPM技術を決して教科

書的に固定して捉えるものではないように思われる。

例えば仮に「EILを求めにくい」，あるいは，「合理的

に多数の組み合わせが難しい」のであれば，次善の策

をいろいろ工夫するのもIPMの特徴ではないだろう

か。当然，防除暦の一部分だけでも，病害の発生状況

に応じて防除技術を決定しようとする勝部らの方法も

一つの考え方であろう（勝部，私信）。

以上のように植物病理分野でのIPMへの関心が少な

かったことが，今後のIPM推進に少なからず影響を及

ぼす可能性もあるように思われる。たとえば，「化学

合成農薬の代わりに生物防除剤を用いるとIPM」と単

純に考えてよいか，あるいは，生物防除剤の使用とい

っても，「化学合成農薬の代わりに生物防除剤を防除

暦に加えた」技術（生物防除剤単独の技術）と，「生

物防除を病害の発生に応じて効果的に使った」技術

（生物防除＋意志決定支援技術）を「自分が取り組む

IPM」中でどのように位置付けるか，など，病害分野

で議論し，整理しなければならない問題は多数あると

考える。

加えて，冒頭でも述べたが，プロジェクト開始当時

は，IPMの戦術が定義，戦略等に大きく依存している

ことを理解している病理関係者も少ないように感じ

た。このため，著者らの場合は，「なぜ効果のある農

薬を使わずに，効果がわからない生物資材を利用する

のか」などの質問に対し，一つ一つ説明することもあ

った。当然，農業研究センターの取り組みと，著者ら

の取り組みの違いが，定義や戦略の違いにあることを

理解してもらえているとは思えないこともしばしばあ

った。定義や戦略等がIPMを実践する上でいかに重要

かは，中筋（1997）や鈴木（2000）によってもすでに

知られていたはずであるが，実際には，病害関連の研

究会で，IPMの定義や戦略，達成目標等に絡めて個別

防除技術の議論をすることはまずなかったように思わ

れる。ニーズ（定義によっては農家のニーズだけとは

かぎらない），長期的視点か短期的視点か，農業形態

などに基づいて作られるIPMの達成目標（収量，品質，

使用してよい防除資材のリスト等々）を示した上で，

それぞれの立場を相互理解して，情報交換，議論が進

められることが重要であろう。

以上のことから，病害分野においては，IPM理解者

の絶対的な不足が研究の一番大きな制限要因になって

いると現在でも考えざるを得ない。このような状態で，

農家，指導者等を含むIPM関係者を教育することは難

しいのではないだろうか。今回，IPMに関して，行政

サイドが検討を始めたことにより，病害分野がIPMに

大きな関心を示すようになることを期待したい。
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